
 

   

 
 

 

 

 

米国 18 年 11 月 7、8日ＦＯＭＣ 

～漸進的な利上げの継続が適切との認識を示す～ 

当社のシンクタンク、株式会社第一生命経済研究所の桂畑主任エコノミストによる「米国 

18 年 11 月 7、8 日ＦＯＭＣ～漸進的な利上げの継続が適切との認識を示す～」をお届けいた

します。（別添参照） 

11 月 7、8 日に開催されたＦＯＭＣで、ＦＲＢは政策金利であるＦＦレート誘導目標レンジを

2.00～2.25％に据え置くことを全会一致で決定しました。景気・雇用・インフレの見通し等に変

更はなく、またリスク判断も概ね均衡しているとの見方が維持されました。 

本年金通信は、ＦＯＭＣ参加者の新しい経済見通し・政策金利見通し及びＦＯＭＣの声明

文の内容を掲載したレポートとなっておりますので、是非ご一読下さい。 

以上 
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今回のＦＯＭＣ
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かわらず、概ね均衡しているとの見

レ目標が概ね達成されたなかで景気が力強さを増しているものの、「

標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に委員会の対称的な目標で

ある２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している

判断が維持された。

10 月に開始されたバランスシートの正常化計画に関しては、保有債再投資額の縮小額は、

月から米国債月額

10 月に米国以外の国の景気鈍化を示す経済指標が公表されたほか、

ィーが高まったものの、米国景気の堅調さが変わっていないことから、
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声明文の詳細をみていく。

伸びを続けた

を示している

需要項目別では、家計支出
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ペースを強め、失業率は

いままだった」

インフレに関しては、ＰＣＥコアデフレーターが
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ネルギー・食品を除くインフレは、２％付近にとどまった

とを確認された

幅の変化にとどまった」と判断は変更されず、物価統計の上振れが、期待インフレに影響していないと
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９月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

伸びを続けた

で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％付近にとどまった。中長期のインフ

レ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

リスクは概ね均衡している。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

2.00-2.25％に

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

を考慮する。

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、リチャード・クラリ

ダ、メアリー・デイリー

11月7、8日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している
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続けた一方、企業の設備投資

で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％付近にとどまった。中長期のインフ
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法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

リスクは概ね均衡している。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

％に据え置く
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示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

を考慮する。 

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委
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月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

企業の設備投資

で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％付近にとどまった。中長期のインフ

レ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる
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委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

リスクは概ね均衡している。 

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

据え置くことを決定した。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、リチャード・クラリ

メアリー・デイリー、ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。

 

 

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

企業の設備投資の伸びは今年早い時期の急速なペースから緩やかになった

で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％付近にとどまった。中長期のインフ
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な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、リチャード・クラリ

、ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい
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ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は
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で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％付近にとどまった。中長期のインフ
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委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、リチャード・クラリ

、ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。
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日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は

の伸びは今年早い時期の急速なペースから緩やかになった

で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％付近にとどまった。中長期のインフ

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報
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員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、リチャード・クラリ

、ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。
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月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

。家計支出は強い

の伸びは今年早い時期の急速なペースから緩やかになった。前年比

で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％付近にとどまった。中長期のインフ

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、リチャード・クラリ
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日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記してい

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

は強い

前年比

で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフレは、２％付近にとどまった。中長期のインフ

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、リチャード・クラリ
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があります。また、記載された内容は、第一生命
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８月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は低いままだった。家計支出

と企業の設備投資は強い伸びとなった。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

レは、２％付近にとどまった。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

リスクは概ね均衡している。

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを
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ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指

を考慮する。

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、

ダ、エスター・ジョージ、ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。
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と企業の設備投資は強い伸びとなった。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ
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委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの
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委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

％に引き上げる

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指

を考慮する。 

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、

エスター・ジョージ、ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。
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月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は低いままだった。家計支出

と企業の設備投資は強い伸びとなった。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ
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緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

リスクは概ね均衡している。 

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

引き上げることを決定した。

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、

エスター・ジョージ、ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。
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月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は低いままだった。家計支出

と企業の設備投資は強い伸びとなった。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

レは、２％付近にとどまった。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ことを決定した。 

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、

エスター・ジョージ、ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。
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部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。
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月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は低いままだった。家計支出

と企業の設備投資は強い伸びとなった。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

レは、２％付近にとどまった。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

 

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、

エスター・ジョージ、ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。
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FED Watching
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月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は低いままだった。家計支出

と企業の設備投資は強い伸びとなった。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

レは、２％付近にとどまった。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。
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緩やかなＦＦ金利誘導目標の引き上げが、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、

エスター・ジョージ、ロレッタ・メスター、ランダル・クオールズ。

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所経済調査

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。

FED Watching 

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記して

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は低いままだった。家計支出

と企業の設備投資は強い伸びとなった。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

レは、２％付近にとどまった。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、
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ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。 

 ／ マクロ経済分析

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記して

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は低いままだった。家計支出

と企業の設備投資は強い伸びとなった。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

レは、２％付近にとどまった。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

員長、トーマス・バーキン、ラファエル・ボスティック、ラエル・ブレイナード、リチャード・クラリ

 6 / 6

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所経済調査

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

マクロ経済分析レポート

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記して

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は低いままだった。家計支出

と企業の設備投資は強い伸びとなった。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

レは、２％付近にとどまった。中長期のインフレ期待を示す指標は総じて小幅の変化にとどまった。 

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

リチャード・クラリ

 

6 
 

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所経済調査

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

レポート 

日のＦＯＭＣ声明文（下線部は前回からの変更箇所。削除された箇所は表記して

月の会合以降に入手した情報は、労働市場が強まり続け、経済活動は力強いペースで拡大している

ことを示している。雇用は最近数か月に平均で増加ペースを強め、失業率は低いままだった。家計支出

と企業の設備投資は強い伸びとなった。前年比で、全体のインフレ率、エネルギー・食品を除くインフ

 

法律に定める責務に従って、委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。委員会は、さらなる

大、力強い労働市場の維持、中期的に

委員会の対称的な目標である２％付近で推移するインフレ率と整合すると予想している。経済見通しの

委員会は、労働市場の状況とインフレの実績と見通しを考慮して、ＦＦ金利目標の誘導レンジを

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対称的

な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状況を

標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い情報

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、ジェローム・パウエル委員長、ジョン・ウィリアムズ副委

リチャード・クラリ


